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学生生活費の収入推移

家計からの給付

アルバイト
奨学金

％は学生生活費の収入に占める割合

ＪＡＳＳＯ「学生生活調査」より大学昼間部学生の収入

（万円）

学費

1,208,800 円
63%

生活費

704,700 円
37%

■奨学金の会「国民のための奨学金制度の拡充をめざし、無償教育をすすめる会」
【加盟団体】全国労働組合総連合、全日本教職員組合、全国私立学校教職員組合連合、特殊法人等労働組合連絡協議会、全日本医学生自治会連合、全国大学院生協議会、

首都圏大学非常勤講師組合、あいち公立高校父母連絡会、「お金がないと学校に行けないの？」首都圏高校生集会実行委員会、日本学生支援機構労働組合（2021.1現在）

〒162-0845 東京都新宿区市谷本村町10-7学支労気付 TEL＆FAX03-3269-6096 http://shougakukin.sakura.ne.jp mail；kyuuhu@shougakukin.sakura.ne.jp

「すべての教育段階において無償教育を実現する」規約

日本政府は2012年9月11日に批准し、拘束されています。

学生生活費年間191万円
JASSO「学生生活費調査2018年度」

大学昼間部学生の年間支出内訳



コロナ禍のいまこそ 学費は無償に！奨学金は給付に！ 

権利としての無償教育の実現を求める請願署名 

衆議院議長 殿 

参議院議長 殿 

■ 請 願 趣 旨 ■ 

 コロナ禍の生活難、修学難の中で無償教育の実現が急務の課題になっています。親の収入が減り、生徒

や学生もアルバイトができず、経済的危機が深刻化しています。文科省調査（2020/12/18）では、コロ

ナの影響による大学・専門学校の休学・退学者が７０００人を超え、奨学金返還困難者も増えています。 

 政府は昨年４月から大学等修学支援法を施行し、６月からコロナで収入が減った学生に緊急給付金支

給を行いました。しかし、どの施策も支援対象を限定し、困窮する学生の中から「真に困窮している者」

を選別することで、親や学生、学校間に対立構造をつくり、救済を求める手を委縮させています。 

高騰を続ける学費を「奨学金」という名のローンと低賃金アルバイトで学生に負担させているという、

憲法２６条「教育を受ける権利」や教育基本法４条「教育の機会均等」への違反は、コロナ以前からあり

ました。「受益者負担」の教育政策の見直しがコロナ禍のいまこそ求められています。 

 ２０１２年９月、この国は「幼稚園から大学院まで、すべての教育段階において無償教育を実現する」

と国際公約しました。あれから８年、政府は未だに無償化のロードマップを示さず、教育への公財政支出

は、経済協力開発機構（OECD）加盟国のうち対 GDP 比平均（２０１７年）４．１％に対し、日本は２．

９％と最低水準のままです。私たちは、コロナ禍が続く今こそ、教育を受ける権利として「学費は無償に」

「奨学金は給付に」を実現することを強く求めます。 

■ 請 願 項 目 ■ 

１、大学等修学支援法を無償教育実現の立場から根本的に見直し、大学院生を含め、成績・

家計基準を緩和し、消費税増税分限定の財源条項と学校要件を撤廃すること。 

２、現行２０年の奨学金返還期間の上限を２５年とし、返還困難者に対する救済制度を抜

本的に拡充すること。 

３、日本政府が拘束されている国際人権Ａ規約１３条に基づき、幼児教育から高等教育ま

での無償教育を早期に実現すること。 

名 前 住 所（「同上」や「〃」は使わないでください） 
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（取り扱い団体）   全日本教職員組合（全教） 


